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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（北地区）  
核燃料物質使用施設等保安規定の変更認可申請の補正について  

 
 
 令和２年５月１１日付け令０２原機（大安）０２６をもって申請した国立研究開発

法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（北地区）核燃料物質使用施設等保安規定の

変更認可申請書を別紙のとおり補正いたします。 

 

 



別紙 
 

核燃料物質使用施設等保安規定（補正） 
 
１．補正の内容 

令和２年５月１１日付け令０２原機（大安）０２６をもって申請した国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構大洗研究所（北地区）核燃料物質使用施設等保安規定の変更認

可申請書を、別添１のとおり一部補正する。 

また、既に認可を受けている保安規定に対し、一部補正を含めた変更の内容を別添２に

示す。 
 

２．補正の理由 

（１）使用前検査（溶接検査を含む。）及び施設管理に関する定期的な検査において、検

査の独立性の確保の観点から検査対象となる設備の運転・保守に関与しない者が検査

を行うことを明確にする。 

 

（２）原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則

（令和２年原子力規制委員会規則第２号）及び同規則の解釈（原規規発第１９１２２

５７号－２ 原子力規制委員会決定）の要求事項を品質マネジメント計画に反映する。 

 

（３）施設管理の重要度が高い系統に対する定量的な目標において、重要度の高い設備・

機器がない場合においても除外することなく策定するよう変更する。 

 

（４）核燃料物質の貯蔵について、臨界に達しない措置を講ずることを明確にする。 
 
（５）地震及び火災が発生した場合の対応を明確にするため、地震又は火災時の措置を追

加する。 
 

（６）周辺環境への放射性物質の影響を確認するため、平常時の環境放射線モニタリング

の実施に関する事項を追加する。 
 

（７）保安規定に定める管理区域を解除する際の措置を明確にする。 

 

（８）管理区域から退出する者に係る表面密度の基準を明確にする。 

 
（９）非常事態における活動について、周辺監視区域内の見学者等に対する避難指示等が

含まれることを明確にする。 
 
（１０）核燃料物質の使用等に関する規則（昭和３２年総理府令第８４号）第６条の１０

に定める事象に準ずる重大な事象が発生した場合の措置を追加する。 
 

 



 

（１１）記載の適正化を図る。 
  ① 機構の本部組織の定義を実態に合わせるため変更する。 
  ② 原子力施設検査室長の定義を明確にする。 
  ③ 放射線測定機器を示す別表について、使用方法を含むことを明確にする。 
  ④ その他、表記の見直しを行う。 

 

３．施行期日 

この規定は、原子力規制委員会の認可日以降、理事長が別に定める日から施行する。 

 

                                    以上 
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